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度から 2014年度までの伸びは，産業部門 0.87倍，業務他部門 1.35倍，家庭部門が 1.15
倍，運輸部門が1.02倍となっている。2014年における部門別シェアーは産業部門 44.8％，








1997 年 2 月の京都議定書の締結により，日本は 1990 年を基準年とし，2008 年から













































と 3.2kW超で目標基準値が設定された第 2期における COP又は APF及び目標基準値達成
状況を，エアコンの機器単体の省エネ技術と使用時における省エネ技術の 2種類に分け
て分析し，トップランナー制度が低価格で販売しているため高度な技術導入が困難な小
型エアコンの省エネ技術の底上げに貢献したことを示した。また，市場ニーズが拡大し
ているため高価格で販売している大型エアコン特有の,制度で管理できない新規な使用
時における省エネ技術開発により，トップランナー制度が影響を及ぼす範囲が 10 数年
の間に変化し，環境規制による管理が困難であった省エネ技術が存在したことを示した。 
第五章では，トップランナー制度がテレビ産業の省エネ技術開発に与える影響につい
て，アスペクト比，画面サイズ，及び基本機能によって目標基準値が定められた第 1期，
これらの区分に画素数が追加された第 2期，更に，動画表示速度が追加された第 3期に
おける年間消費電力量および目標基準値達成率状況を分析し，トップランナー制度は省
エネ技術の開発の底上げに貢献したことを示した。また，冷蔵庫やエアコンほど明確で
はないが，目標基準値達成率が大型と小型テレビで二極分化したという共通点を明らか
にした。 
第六章では，結論と提案について述べた。トップランナー制度が冷蔵庫，エアコン，
テレビの省エネ技術開発に対して果たした役割について，共通点として，厳しい目標基
準値を達成するための省エネ技術の底上げと省エネ製品の適用拡大を図ったこと，大型
でかつエネルギー消費効率の高い市場ニーズと連動してトップランナー制度の直接的
な効果を越えて省エネ技術開発がさらに推進されたこと，一方で，省エネ目標基準値達
成率が需要の強弱の影響を受けて二極分化したことを明らかにし，省エネ技術開発に働
く強い市場競争の影響を示すことができた。また，大型製品の省エネ競争から外れた中
小型製品の達成率をさらに向上させるために，製造事業者等に対し，すでに確立されて
いる省エネルギー技術の適用拡大を誘発させるようにトップランナー制度を修正する
こと，これらの家電製品は，使用者との関係のみならず，それらが使用される部屋や建
屋の配置，断熱構造や換気システム等との関係，個々の家庭や集合住宅等の構造物との
関係，さらには都市計画との関係等を考慮した全体最適化を目指す必要があること等を
提案した。 
以上のように，本研究において，トップランナー制度で設定された，目標値，目標基準
値達成率と基準値達成目標年度を整理し，対象としたエネルギー多消費機器の基盤とな
る省エネ技術と，この期間に台頭した新しい省エネ技術を区別し，機器のサイズが持つ
市場ニーズの特性を踏まえて分析することによって，省エネ技術開発に与えた影響の範 
囲及び果たした役割を明確にした。 
